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◆ 帰宅困難者対策 
◆ 液状化への対応 
◆ 広報の充実 
◆ 職員の派遣 
◆ 被災者受け入れ支援対策 

◆ 緊急的な耐震対策の推進 

◆ 津波への対応 

◆ 液状化への対応 

◆ 災害対策用備蓄品・防災機器等の充実 

◆ 災害時の広報対策 

＜中小企業を中心とした市内経済への影響に対する取組＞ 

◆ 震災による影響の実態把握 

◆ 震災の影響を受けた市内中小企業経営支援 

◆ 電力制限への対応 

◆ 消費者マインドの低下への対応 

◆ 風評被害に対する｢横浜の安全と元気｣のアピール 
 
＜観光・MICE分野や港湾分野における取組＞ 

◆ 観光・MICE 分野における取組 

◆ 港湾分野における取組（放射線量の測定、 

管理体制の構築等） 

＜夏の電力不足に向けた取組＞ 

◆ 市の施設等における節電の取組 

◆ 市民・企業一体となったキャンペーンの実施 

◆  突発的な停電対策や省電力化対策 
 
＜不安や課題を乗り越える取組＞ 

◆ 震災の恐怖心など心のケア 

◆ 子どもの防災意識の向上 

 
市民生活 
対策 

 

経済対策 

23 年度に取り組む施策 

施策の全体像 

◆ 市民の安全のための放射線対策 放射線対策 

 

防災対策 

被 災 者・ 
被 災 地 
支援対策 

 



２　取組概要

（1）被災者・被災地支援対策

１　取組状況
　(1)　帰宅困難者への対応
　　 ア　帰宅困難者用一時避難施設の確保
　　　　 公共施設の指定に向け選定作業を進めているとともに、一時避難施設として民間
　　　 施設に協力を依頼しています。
　　 イ　帰宅困難者の発生抑制
　　 　　事業所の従業員等が帰宅困難者とならないよう、横浜商工会議所等に、発災時、
　　 　従業員を一時留め置きするよう依頼しています。
　　 ウ　帰宅困難者用物資の備蓄
　　   　横浜アリーナ、パシフィコ横浜、市庁舎へ毛布を備蓄しました。

  (2)　液状化への対応
　　　「横浜市液状化被害戸建住宅等緊急支援事業」及び「横浜市液状化被害等マン
　　 ション緊急支援事業」について、それぞれ要綱を制定し、事業を開始しました。

  (3)　広報の充実
　　 ア　スピーカーを搭載した公用車の活用や公共施設等での紙媒体掲示等も視野に入れ
　　　 た、既存の広報手段の効果的な活用方法を検討しています。
　　 イ　本市に大きな被害が発生していない場合においても、迅速に被災地が必要とする
　　　 支援内容やボランティア情報の広報が可能になる
　　　 よう関係者と調整しています。
　　 ウ　防災Ｅメールのほか、新たにエリアメールを活用
       した緊急情報の提供体制を整備しました。

　(4)　職員の派遣
　　 　避難所の運営など応急的な救援、復旧・復興支援の
     ため、3,348人を派遣しました。
　　　 また、復興に向けた長期的な支援を目的として、
　　 12人を派遣しています。

  (5)　被災者受入れ支援
　　 　市域外からの避難者受け入れを想定し、一時避難施設の候補を整理しました。 

２　今後の対応
  (1)　帰宅困難者用一時避難施設として、主要駅周辺の本市公共施設及び民間施設を
　　 指定・拡大していくとともに、市内の事業所に対し、従業員の一時留め置きの依頼を
　　 引き続き行っていきます。また、大規模な一時宿泊場所の周辺に備蓄庫を設置すると
　　 ともに、帰宅困難者用の物資として、保存用ビスケットやアルミブランケット
     （毛布）等の備蓄を進めます。
  (2)　液状化への対応として、技術的助言を行うなど、
　　 早期復旧に向けた支援を行います。
  (3)　広報については、各区でのツイッター、
　　 ITツールの活用、紙媒体による広報等、様々な
　　 手法を活用し、的確な災害情報をお伝えできる
　　 広報を実施します。
  (4)　復興支援に向けた職員の派遣については、
     引き続き実施していきます。

  新たに購入予定のアルミブランケット

派遣職員による被災地の被害調査の様子
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（2）防災対策

１　取組状況
  (1)　緊急的な耐震対策の推進

　　 ア　耐震補強が必要とされる５区庁舎について、改善に向けた検討を進めています。
　　 イ　木造住宅耐震改修工事に対する補助限度額の増額や、マンション耐震診断に対す
       る補助率の引き上げを実施しました。

　(2)　津波への対応
　　 ア　複数の学識経験者の意見を聴取し、「津波からの避難に関する
　　　 ガイドライン」を策定しました。
　　 イ　避難場所について、沿岸部の浸水予測区域周辺にある公共施設
　　　 を津波避難ビルに選定するとともに、民間施設を指定できるよう、
　　　 協力を依頼しています。
　　 ウ　新たにエリアメールを活用した避難勧告等の緊急情報の提供体
　　　 制を整備しました。

　(3)　液状化への対応
　　 　複数の学識経験者等から現行の液状化マップ、未判定地域について、過去の地歴や
　　 既存のボーリングデータを活用し判定することや判定精度の向上等の意見を聴取し、
     マップの更新に向けて検討しています。

　(4)　災害対策用備蓄品・防災機器等の充実
　　 ア　地震発生時に地域防災拠点で使用した物資や、被災地へ提供
       した支援物資（食料、水缶、毛布、トイレパック、仮設トイレ）
　　　 を補充しました。
　　 イ　備蓄食料の品目について、地域アンケートの結果を踏まえ、
       クラッカーに加え、避難者が食べやすい柔らかい缶入りパンを
　　　 購入します。

　(5)　災害時の広報対策
　　 ア　地域防災拠点において、職員が避難者に対し、情報発信することの重要性を認識
       するため、全職員向けのｅラーニングを実施します。
　　 イ　災害発生時の情報収集や提供を、円滑に行えるよう、区職員に対し通信機器等の
       運用に関する操作の習熟訓練等を実施しています。

２　今後の対応
　(1)　区庁舎の耐震対策については、応急的な対応を図り、早期に取組を進めます。
　(2)　津波への対応として、沿岸部の街頭へ海抜を標示することを進
　　 めます。また、国や県の動向を踏まえ、津波避難ガイドラインを
　　 適宜修正し、津波警報など、すばやく多数の市民の皆様へ情報伝
　　 達できるよう、同報無線の整備を検討します。
　(3)　地域防災拠点で、女性が安心して着替えや授乳ができる簡易テ
     ントや、停電対策としてランタン及びガス式発電機を購入してい
     きます。
　　   また、トイレパックについて地域防災拠点の備蓄数量を増やす
     とともに帰宅困難者用備蓄を進めます。
　(4)　避難者の安心を確保するため、拠点での情報提供の重要性等を、
     訓練や研修を通じ理解させる等、職員のより一層の意識向上を
     図ります。 海抜標示イメージ

エリアメール受信イメージ

（例）缶入りパン

こ
こ
の
地
盤
は

海
抜
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(3 )放射線対策 

 １ 取組状況  

(1)放射線対策部の設置（６月１日） 
・測定等今後の放射線対策に局横断的に対応していくため、横浜市災害対策本部の中に、副市

長を対策部長とする放射線対策部を設置し、測定の方針の決定などこれまでに７回の局長級

の会議と５回の課長級の会議を開催。 

(2)正しい知識と情報を伝えるための取り組み 
・放射線に関する健康・食品相談電話窓口を開設（３月 23 日）電話件数約 2,700 件 

・広報よこはま「震災対策特別号」（４月８日）他 

(3)放射線の測定 
ア 大気空間ガンマ線量測定（高さ 50cm・１m）⇒①小中学校校庭 ②保育園幼稚園園庭  

③公園 ④都筑区役所・南部公園緑地事務所・環境科学研究所 

  イ 放射能濃度の測定等⇒⑤小学校給食食材 ⑥市内産農産物・食肉市場の牛肉及び本場、  

南部市場の流通食品 ⑦海の公園海水浴場の海水と砂浜 ⑧土壌・下水汚泥・河川水・海水

⑨水道水及び浄水発生土 ⑩一般廃棄物の焼却工場及び最終処分場 ⑪横浜港の水域、コン

テナターミナル ⑫環境科学研究所モニタリング 

(4)放射線測定結果 

ア 大気空間ガンマ線量の状況 

・校庭等については、すでに約 500 か所の空間線量測定を行い、その結果、年間を通じた校

庭等での活動に支障はありません。 

（最少 0.01μ㏜/h(ﾏｲｸﾛｼｰﾍﾞﾙﾄ毎時)～最大 0.21μ㏜/h） 

イ 放射能濃度の測定等 

・給食食材は、８月までに 26 品目の測定を行い、いずれも不検出。 

・市内産農産物等は、８月までに 10 品目の測定を行い、７品目が不検出で３品目（トウモロ

コシ、なす、なし）から 0.5～3.0 ㏃/kg(ﾍﾞｸﾚﾙ/ｷﾛｸﾞﾗﾑ)検出されましたが、いずれも暫定

規制値の 500 ㏃/kg を大幅に下回るものです。 

・下水汚泥等は、一部に高い値の放射能が測定されていますが、現在管理敷地内で保管して

います。国レベルで処分方法を確定する必要があります。 
 
２ 今後の対応 
 (1)測定の継続と正しい知識・情報の伝達 

・放射線測定と正しい知識情報を伝えるための取組は一定期間継続します。 

・放射線に関するシンポジウム（講演会・パネルディスカッション）９月５日県民ホール 

（講演の模様を DVD 等に記録し地域・市民への普及啓発に活用予定） 

横浜市立大学放射線科教授 井上登美夫氏、日本学術会議副会長 唐木英明氏、 

国立保健医療科学院特命上席主任研究官 寺田宙氏 

・広報よこはま震災対策特別号「放射線特集」（９月 10 日） 

  【平成 23 年 本市大気中の空間放射線量】 環境科学研究所モニタリングポスト（磯子区滝頭） 
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(4 )経済対策 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 現状 
(1) 市内企業の景況感は、4 月の緊急調査においては大きく悪化したが、直近（6 月）では、全体と

しては改善した。しかし、中小企業については大企業に比べ改善度合いが鈍い。 

(2) 市内ホテルの客室稼働率は 3 月、4 月に大きく低下したものの、6 月は震災後初めて前年を上

回った（H22：69％→H23：74％）。パシフィコ横浜では、5 月以降、国内会議・展示会を中心

に前年並の開催件数であり、8 月末には震災後、東日本初の大型国際会議となる「第 44 回万国

外科学会」が開催された。 

(3) 横浜港における輸出貨物量は3月(前年比79.9%)、4月(前年比63.7%)に大幅な減少がみられた。

5 月(前年比 70.6%)は回復傾向がみられるが、依然厳しい状況である。 

【自社業況ＢＳＩ（規模別）の推移（第 77 回横浜市景況・経営動向調査）】 
 Ｈ23年1-3月期 Ｈ23年 4月 Ｈ23 年 4-6 月期 Ｈ23 年 7-9 月期 Ｈ23 年 10-12 月期

全産業 ▲24.5 ▲48.5 ▲39.7 ▲28.5 ▲18.9 

大企業 ▲13.4 ▲58.0 ▲35.7 ▲16.7  ▲9.5 規
模中小企業 ▲25.4 ▲47.4 ▲41.5 ▲28.0 ▲20.4 

（注）Ｈ23 年 4月は緊急調査の結果を示している。また、Ｈ23 年 7-9 月期、Ｈ23 年 10-12 月期は見通し。 

２ 取組状況 

(1) 市内企業への緊急調査や、関係団体との継続的な意見交換等を通じて、現場の状況やニーズを

しっかりと把握。 

(2) 中小企業への緊急的な支援として、「緊急特別相談窓口」においては、2,353 件の相談を受付

(7 月末時点)。また、「震災対策特別資金（5 年型）」の利用実績は 1,045 件・161 億円、「震災

対策特別資金（10 年型）」は 252 件・59 億円にのぼる(いずれも 7月末時点)。 

(3) 市内企業向け省エネセミナーの前倒し開催や「横浜“震災復興支援”150 円商店街」の緊急開

催の支援など、市内経済の状況・課題に応じた対策を実施。 

(4) 企業誘致や観光・ＭＩＣＥの誘客に向け、海外における市長のトップセールスや様々なメディ

アを活用した「横浜の安全と元気のアピール」を実施。加えて、観光プロモーション認定事業

による需要を喚起。 

(5) 横浜港については、大気・海水やコンテナの放射線測定や船会社等への安全性の発信、電力不

足の中での港湾施設に対する安定的な電力の確保、観光船利用減などへの対応。 

３ 今後の対応 

(1) 景況・経営動向調査(今後 9月、12 月、3 月に実施)や関係団体との意見交換を通じて、震災に

よる市内企業への影響やニーズを継続的に把握します。 

(2) 「震災対策特別資金（5 年型）」の実施期間を 24 年 3 月末まで延長するなど、震災の影響で売

上の落ち込みが大きい中小企業の資金繰りをしっかりと支援します。 

(3) このところの急激な円高への対策として、円高の影響で厳しい経営環境におかれる中小企業を

支えるため、9 月 1 日に創設した「円高対策資金」により資金繰りの円滑化を図るとともに、

今後の市内経済への影響について注視していきます。 

(4) 電力不足は、今冬、来夏も継続して懸念されることから、省エネ(CO2削減に資する)設備等の導

入を図る中小製造業に対し、助成を実施（受付：24 年 1 月まで）するとともに、中小企業を対

象とした省エネセミナーを追加実施(年内)します。また、引き続き省エネルギーの専門家によ

る派遣相談を実施します。 

(5) 市長のトップセールス等により、国内外からの企業誘致に継続的に取り組むとともに、観光・

ＭＩＣＥ分野については引き続き国内誘客に取り組み、あわせてアジアを中心とした海外プロ

モーションや、市内開催応援プランによる国内・国際会議の開催促進にも力を入れていきます。

(6) 特に、「ヨコハマトリエンナーレ 2011」や、「OPEN YOKOHAMA 2011」(いずれも 8 月 6 日から

11 月 6 日まで)などの取組を通じて、都心部の賑わいづくりを進めています。 

(7) 港湾分野については、放射線に対する輸出貨物の安全性の発信、電力の安定的な確保、外国客

船の寄港減や観光船の利用減などへの対応を実施するとともに、横浜港と東北・北関東・北海

道を結ぶ内航輸送・鉄道輸送の支援を実施します(11 月末日まで）。 
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(5 )市民生活対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 取組状況  

(1) 「横浜市節電・省エネ対策基本方針」を策定（23 年 6 月）し、市民利用施設におけ

る輪番休館、大口電力需要施設における削減義務の積み増し、ランチシフト・ワー

クシフト、区役所窓口の受付終了時刻変更、市庁舎全館 LED 化の推進など、庁舎に

おける取組を実施。 

(2) 全区庁舎における非常電源を整備中。 

(3) 節電のために消灯した街路灯等を一部再点灯(交通安全及び防犯対策)。 

(4) 熱中症対策として、市ホームページやリーフレットなど様々な方法による広報や、

高齢者施設・障害者施設への注意喚起などを実施。 

(5) 企業の電力需給対策で休日に勤務する家庭の未就学児童の保育を無料で実施。 

(6) 学校において被災地から避難してきた児童生徒の心のケアや、教職員・保護者への

助言・援助の支援のため、スクールカウンセラーなどを派遣。 

(7) 子どもの防災意識の向上のため、防犯・防災・交通安全教育に加え、定期的な避難

訓練や津波を想定した訓練などを学校において実施。 

 ＜市民の声＞ 

 ・節電のために街路灯を消灯するのは防犯上危険との声がありました。 

 ・熱中症予防の十分な周知要望や、いきすぎた節電による熱中症の発生を心配する声

がありました。 

 ＜ピークカットの状況＞ 

・神奈川県内の 7～8月の最大電力は 811 万 kW であり、昨年夏と比較して 18%のピーク

カットを達成しました。 

・市庁舎の 7～8 月の最大電力は 898kW であり、昨年夏と比較して 25%のピークカット

（目標 20％削減）を達成しました。 

・市の大口施設の 7月の最大電力は約 10 万 kW であり、昨年夏と比較して 29%のピーク

カットを達成しました。うち主要大口施設(下水道事業、水道事業、地下鉄事業、資

源循環局での発電)については、削減義務量の約 4.4 倍となる約 3.3 万 kW 削減するこ

とができました。 

   【県内の7～8月のピークカット実績】       【市庁舎の7～8月のピークカット実績】 

 

 
 
 
 
 

 

 

２ 今後の対応  

  市の基本方針に基づき、節電・省エネの取組を 9 月末まで実施します（国の電力使

用制限令は 9月 9日解除）。また、今冬・来夏の節電・省エネについて、今夏の取組結

果を検証の上、早期に対応方針を決定します。 

防災に関する啓発を継続実施するとともに、災害時要援護者支援に加え、ひとり暮

らし高齢者に対する新たな見守り事業をモデル区で実施するなどの取組をすすめま

す。また、中期的視点から、環境や省エネなどを意識したライフスタイルへの転換を

促進するための様々な施策に取り組みます。



３　取組一覧
(1)被災者・被災地支援対策
【23年度に取り組む施策】

◎帰宅困難者用一時避難施設の確保
●公共施設の一時避難施設指定に向けて、選定作
業中。
●一時避難施設として民間施設に協力依頼中。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【消防局】

●主要駅等の混乱防止対策の推進
　市内主要駅で、区役所、鉄道駅等が連携した情報
受伝達訓練等を行うため準備中。　　　　　【消防局】

●帰宅困難者の発生抑制
　東日本大震災では、事業者等が発災後すぐに従業
員等を帰宅させたこともあり、多数の帰宅困難者を発
生させたことから、横浜商工会議所、横浜市工業会
連合会等の団体に、発災時には従業員を一時留め
置きするよう依頼。　　　　　　　　　　　　　　 【消防局】

●帰宅困難者用物資の備蓄
横浜アリーナ、パシフィコ横浜、市庁舎へ毛布を備蓄
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【消防局】

液状化への
対応

液状化と思われる被害
が発生したことから、国
に対して、被災者に対す
る救済方法の基準見直
しを働きかけます。また、
被害にあった住宅等に
対しては、本市独自の緊
急支援策を実施します。

●被災者生活再建支援法の適用要件緩和等につい
て、国に要望書を提出。　　　　　【消防局】【建築局】

●「横浜市液状化被害戸建住宅等緊急支援事業」及
び「横浜市液状化被害等マンション緊急支援事業」
について、平成23年６月30日付けで要綱を制定し、
平成23年７月１日から事業を開始。　　　　【建築局】

・技術的助言など、早期復旧に向
けた支援を行う。
・緊急支援事業による助成（戸建
150万円まで、マンション1000万
円まで）を実施します。

インターネットやeメール
により発信するとともに、
広報車や貼り紙等によ
り、ホームページを閲覧
できない市民の皆様へ
も周知広報を強化しま
す。

自治会・町内会や各種
団体など近所同士での
助け合いの中での情報
伝達を依頼します。（実
際に機能させるための
仕組みづくり、関係づくり
を検討）

被災自治体が必要とし
ている支援内容やボラン
ティア情報を本市で把握
し、一括して周知できる
取組の検討を進めます。

・帰宅困難者用一時避難施設
は、主要駅周辺で本市公共施設
及び民間施設を指定し、拡大を
図っていきます。

・より多くの事業者が参画した駅ご
との体制整備等を目指します。

・市内の主要駅での帰宅支援マッ
プ等の情報発信を強化します。

・引き続き、市内の事業所に、従
業員一時留め置きの依頼を行っ
ていきます。

・帰宅困難者用の物資として保存
用ビスケットやアルミブランケット
（毛布）等の備蓄を進めます。

施策名 施策概要
課題・対応

・区でのツイッター等、ITツールの
活用や、紙媒体による広報、近所
同士で助け合いの中での情報伝
達など、様々な手法を活用するこ
とにより、災害情報を的確に市民
の皆様にお伝えできる広報を実
施します。

●スピーカーを搭載した公用車の活用や公共施設等
での紙媒体掲示等も視野に入れた、既存の広報手
段の効果的な活用方法を検討中。　　　　【市民局】

●各種メディア等での広報拡充及び同報系無線等
について検討を実施中。
　　　　　　　　　　　　　　【政策局】【市民局】【消防局】

●区役所から自治会・町内会長への緊急連絡網の
整備について、自治会町内会に協力を依頼済。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【市民局】

●本市に大きな被害が発生していない場合において
も、迅速に被災地が必要とする支援内容やボランティ
ア情報の広報が可能になるように関係者と調整中。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【市民局】

●防災Eメールのほか、新たにエリアメールを活用し
た緊急情報の提供体制を整備。　　　　　　【消防局】

主な取組状況

広報の充実

主な施策

帰宅困難者受け入れ施
設の指定を拡大するとと
もに、大規模な一時宿泊
場所への物資保管を進
めます。

帰宅困難者
対策
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施策名 施策概要
課題・対応主な取組状況

主な施策

●避難所の運営など応急的な救援、復旧・復興支援
の実施（短期派遣）　　　　　　　　　　　　　　【消防局】
20大都市災害時相互応援協定、全国市長会、知事
会の要請等に基づき、3,348人の各区局職員を派
遣。

●復興に向けた長期的な支援を目的とした派遣の実
施（長期派遣）　　　　　　　　　　　　 　　　　【総務局】
全国市長会の要請に基づき、12人の各区局職員を
派遣（6月1日～3月31日:10人、8月1日～3月31日：２
人）

被災者受け
入れ支援対
策

避難者の増加を想定し
た受け入れ可能施設を
選定・確保します。

●市域外からの避難者受け入れを想定し、一時避難
施設の候補を整理。　　　　　　　　　　　　　【消防局】

被災地の状況・避難者ニーズに
合致した避難施設の運用を検討
します。

【中期的視点で取り組む施策】

迅速、正確
な情報が提
供できる広
報体制の整
備

災害時に、迅速、正確な
情報がより多くの方々に
提供できる広報体制を
整備します。

●より迅速、正確な災害情報が提供できる体制とする
ため、防災計画における広報班、報道班の位置づけ
や連携のあり方について見直しを検討するとともに市
民協力やメディアを活用した周知方法の検討。
　　　　　　　　　　　　　　【政策局】【市民局】【消防局】

検討後の広報体制については、
防災計画に反映します。

長期的な支援を目的とした派遣を
中心に引き続き、被災地支援を
実施します。

避難所の運営など応急
的な復旧・救援支援か
ら、全国市長会を通じた
復興に向けた支援を目
的とした派遣へシフトし
ます。

職員の派遣

8



(2)防災対策
【23年度に取り組む施策】

防災対策上重要性が高
い区庁舎のうち、耐震性
能を満たしていない庁舎
の耐震性を応急改善す
るための対策に着手しま
す。

●耐震補強が必要とされ、補強工事等に未着手の５
区庁舎について、５月補正予算で、応急的な改善の
可能性検討のための予算を計上。　　　　【市民局】

・区庁舎の耐震対策については
応急的な対応を図りつつ、早期の
耐震化に向けて取り組みます。

●５月補正予算で、木造住宅耐震改修工事に対する
補助限度額の増額や、マンション耐震診断に対する
補助率の引き上げを実施。
啓発・PRとして、広報よこはま耐震特別号を8月に発
行。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【建築局】

●５月補正予算で、民間の学校や病院などの耐震改
修工事に対する補助率の引き上げや、補助上限額の
引き上げなどを実施。　　　　　 　　　　　　【建築局】

津波への対
応

過去の津波のデータや
学識経験者の知見を踏
まえ、津波警報発令時
は、堅牢な高い建物や
高台への避難という考え
方を市民に周知します。
また、確実に避難行動に
結びつけるため、情報伝
達方法、避難場所の選
定などの検討を進めま
す。

●複数の学識経験者の意見を聴取し、「津波からの
避難に関するガイドライン」をまとめた。
●避難場所について沿岸部の浸水予測区域周辺に
ある公共施設や民間施設を指定できるよう調整中。
●新たにエリアメールを活用した避難勧告などの緊急
情報の提供体制を整備。　　　　 　　　　　【消防局】

・津波避難ガイドラインについて
は、今後、国や県の動向を踏ま
え、適宜修正を実施する必要があ
ります。
・沿岸部の海抜については街頭
への標示の検討を進めます。
・津波警報など、すばやく多数の
市民の皆様へ情報伝達できるよ
う、同報無線の整備を検討しま
す。

液状化への
対応

液状化と思われる被害が
発生した区域のデータを
液状化マップに反映さ
せ、市民への注意喚起
を図ります。

●複数の学識経験者等から現行マップ、未判定地域
について、過去の地歴や既存のボーリングデータを活
用し判定することや判定精度の向上等の意見を聴
取。現在、液状化マップの更新を検討中。【消防局】

液状化マップ更新のための資料
調査を進めます。

施策名 施策概要
課題・対応主な取組状況

緊急的な耐
震対策の推
進

民間住宅の耐震化の促
進や、多数の人が利用
する民間施設及び緊急
交通路沿いの一定の建
築物等の耐震対策を推
進します。

主な施策

・既存事業の拡充等により、耐震
対策を進めます。
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施策名 施策概要
課題・対応主な取組状況

主な施策

災害時の広
報対策

区役所職員、地域防災
拠点を担当する職員によ
る情報の収集や提供を
強化・徹底する（そのた
めのトレーニングの実
施）など、災害時の広報
機能を強化します。

●地域防災拠点における職員による情報発信の重要
性を認識させるため、全職員向けのeラーニングを実
施中。
●災害発生時の情報収集や提供を円滑に行えるよう
区職員に対し通信機器等の運用に関する操作の習
熟訓練等を実施。　　　　　　　　　　　　　　【消防局】

・避難者の安心を確保するため、
拠点での情報提供の重要性等
を、訓練や研修を通じ理解させる
など、職員のより一層の意識向上
を図ります。

【中期的視点で取り組む施策】

防災計画の
見直し・修
正

今回の震災により明らか
になった課題（被害想
定、津波避難、帰宅困難
者、備蓄品等）を基に防
災計画を見直し・修正し
ます。

●被害想定の見直しについては、実施に向け準備
中。
●津波避難については、津波避難ガイドラインにより
当面の避難の考え方を示した。
●帰宅困難、備蓄品等の対策についても、一時的な
避難施設の追加、備蓄の内容・数量・配置場所などに
ついて検討中。　　　　　　　　　　　　　　　【消防局】

・24年度末までには防災計画の見
直しを完了する予定です。

耐震対策な
ど「減災」の
推進

建物の耐震化促進の検
討・実施や各家庭で実
施できる地震対策の普
及啓発を進めるなど、災
害発生時の被害を減ら
すための取組である「減
災」を推進します。

●市民の減災への取組（平常時から発災時まで）を促
す啓発事業として活用する「減災行動のススメ」を改訂
し配布中。

・民間建築物の耐震化及び公共
建築物の 耐震化を促進します。
　　　　　　　　　　　　 　【建築局】
・より一層の「減災」に向けた意識
啓発を推進します。　【消防局】
・減災目標を設定し、防災計画に
反映します。　　　　　【消防局】

避難誘導の
ための情報
伝達基盤の
検討・整備

被害状況の把握や避難
誘導のための情報伝達
基盤の検討・整備を行い
ます。

●効果的な情報伝達基盤の整備をするために、災害
時情報伝達手段について検討中。　　　【消防局】

・津波警報からの避難誘導に必要
な情報伝達基盤などを整備するこ
とを検討します。

●地震発生時に地域防災拠点で使用した物資や被
災地へ提供した支援物資（食料、水缶、毛布、トイレ
パック、仮設トイレ）を補充。
　　　　　　　　　　　　　　　　　【消防局】【資源循環局】
●計画数量分の備蓄食料の購入に際し、地域アン
ケートの結果を踏まえ、避難者が食べやすい新たな
備蓄食料としてクラッカーからやわらかいパンに変更。
（購入手続中）　　　　　　　　　　　　　　　　　【消防局】
●トイレ環境を整備するため、広域避難場所にトイレ
パックを備蓄。（購入手続中）　　　　　【資源循環局】
●特殊災害の対応を強化するための資器材（化学防
護服、防毒マスク等）を整備。（購入手続中）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　【消防局】

・女性が安心して着替えや授乳が
できるように、簡易テントの導入を
進めます。
・停電対策としてランタンとガス式
発電機の導入を進めます。
・高齢者、乳幼児用としておかゆ
の備蓄数量の増を検討していきま
す。
・トイレパックについて地域防災拠
点の備蓄数量を増やすとともに帰
宅困難者用備蓄を進めます。
・引き続き、特殊災害対応の資器
材の整備を強化・推進します。

災害対策用
備蓄品・防
災機器等の
充実

食料備蓄品やトイレ環境
の充実を図るとともに、放
射能汚染等の特殊災害
の対応を強化する資器
材や、更新が必要な資
器材を整備します。
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(3)放射線対策
【23年度に取り組む施策】

全庁的な
放射線対
応

放射線対策について、放射
線対策部を設置することによ
り、全庁的体制で、様々な情
報を収集し、市内の安全性
についての判断や必要な対
応を行います。

◎放射線対策部（対策部長：副市長、副部長：健康福祉
局長）の設置（6月1日）
●放射線対策部会議7回開催、課長級会議5回
「大気・水道水・食品・土壌等の測定、公表等に関する方
針」の決定等。
                                  　　     【事務局 健康福祉局】

・放射線対策に関する市民か
らの要求は多岐にわたること
から、意思決定の統一性や状
況に応じた柔軟な対応が求め
られます。
・放射線対策部は当面の間、
継続します。

◎不安相談対応
●事故による避難者や横浜市民の放射線に関する全般
的な不安に対し、各区、コールセンター、局保健所等に
て相談開始（3月14日～）
●専用電話相談窓口を設置（3月23日～）、保健所関連
相談数約2,700件（8月末時点）
●職員研修等（危機管理室5月、9月5日市民及び職員
向け講演会）  　　　　　　　　     【事務局 健康福祉局】

・不安相談対応
相談件数は、原発や汚染の
状況等に応じて変化し、相談
時間は長く内容も深くなる傾
向のため、電話相談窓口につ
いて当面の間は継続する必
要があります。

◎広報
●公表（本市HPトップページ）
　各種測定結果、相談窓口、よくあるQ＆A、参考リンク等
を紹介。
　測定結果等については、ホームページに加え、専用電
話相談窓口や、所管課、市コールセンター、区等でも案
内する。
●広報よこはま
　「震災対策特別号」（4月8日）、5月号（相談窓口のお知
らせ）、8月号（現状の解説、人権コラム）、「震災対策特
別号（放射線特集）」（9月10日発行）
   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【事務局 健康福祉局】

・測定か所も増加していくた
め、ホームページによる公表
は、検索の容易さや地域単位
（地図情報等）での把握がで
きる工夫を行っています。

◎普及・啓発
●市民シンポジウム　（9月5日、県民ホール、市民1,000
人、市職員研修1,000人）市大放射線科教授井上先生、
日本学術会議唐木先生、国立保健医療科学院寺田先
生による講演会・パネルディスカッション
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【事務局 健康福祉局】

・市民からは、地域等細かい
単位での講習需要があるた
め、DVD等の媒体を活用した
講習も検討します。

◎空間ガンマ線量測定 50ｃｍ・1ｍ〔①小中学校②保育
園③公園〕
●放射線に対する不安を払しょくするため、市域の空間
線量を、各区１月あたり６か所程度測定し、安全を確認
し、その結果を公表する。6月13日開始。8月末までに約
500か所測定。
●結果、年間を通じた校庭・園庭・公園等での活動に支
障はない。（最少0.01μ㏜/h～最大0.21μ㏜/h）
　【教育委員会事務局】【こども青少年局】【環境創造局】

・空間ガンマ線量測定は、「す
べての学校・保育園を測定す
る」というようにポイントでとらえ
るのではなく、面でとらえること
により市内の放射線量の傾向
をみることができます。しか
し、迅速に測定を進める必要
があることから、スピードアップ
を図るとともに学校の測定に
ついては、横浜市学校薬剤
師会の協力を得ながら進めて
いきます。

◎空間ガンマ線量測定 50ｃｍ・1ｍ〔④都筑区役所・南部
公園緑地事務所・環境科学研究所〕
●市内3か所での定点測定 、異常値は測定されていな
い。（最少0.04μ㏜/h～最大0.08μ㏜/h）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【環境創造局】

・委託業務は6月から9月の3
か月の予定です。
なお、従来から測定している
環境科学研究所のモニタリン
グ(高さ23m地点)については
継続していきます。

◎食品の放射能濃度測定〔⑤小学校給食食材〕
●6月16日から、検査委託による給食食材の放射能濃度
測定（1日1検体目安）を開始。
　8月末までに26検体の測定を実施し、すべて不検出。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【教育委員会事務局】

・今後も一定期間継続してい
きます。

主な取組状況 課題・対応
施策名 施策概要

主な施策

不安相談
対応、広
報、普及・
啓発

専用電話相談窓口を中心に
相談対応にあたります。
市民の安全・安心につなげ
られるよう、放射線に関する
情報を、科学的根拠に基づ
き、タイムリーに発信します。
市民が、放射線に関する、
科学的で正しい情報に触
れ、学ぶことのできる様々な
機会を準備するよう努めま
す。

測定と
公表

環境科学研究所（磯子区滝
頭）に設置されたモニタリン
グポストにおいて、空間ガン
マ線量を継続的に測定して
います。このモニタリングポス
トに加え、市内３か所の定点
においては、地表から高さ
50cm及び１ｍにおける空間
ガンマ線量を測定し、その測
定値とモニタリングポストに
おける測定値との関係を検
証していきます。
また、市域内のバランスをと
りながら、学校校庭等の空間
線量の測定を行い、市内環
境の安全を確認します。
あわせて、食品関係のモニ
タリングを強化します。
その他、浄水発生土、下水
の汚泥、ごみ焼却灰等、そ
の時々の状況、課題に応
じ、必要な測定を実施しま
す。
これらの測定結果、その安
全性に関する情報、問題と
なる検査結果が出た場合の
対処などについては、迅速
に公表していきます。
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主な取組状況 課題・対応
施策名 施策概要

主な施策

◎食品の放射能濃度測定〔⑥市内産農産物等、食肉市
場の牛肉及び本場・南部市場の流通食品〕
●放射線による食品汚染に対する不安が広がっている
中、市内産農畜水産物及び市場流通食品の安全性を確
認するため、衛生研究所及び中央卸売市場(本場、南
部、食肉)に、放射線測定機器を整備し測定。8月までに
10品目、7品目が不検出で3品目（トウモロコシ、なす、な
し）から放射性セシウム0.5～3.0㏃/kg(ﾍﾞｸﾚﾙ/ｷﾛｸﾞﾗﾑ)検
出、いずれも暫定規制値の500㏃/kgを大幅に下回る。
●7月19日以降は牛肉の全戸検査、8月8日以降は全頭
検査を実施。
【測定機器の整備】
①ゲルマニウム半導体検出器1式10,647千円
②NaIシンチレーションサーベーメーター4台(1台499千
円)　　　　　　　　　　　　　　　　　　【経済局】【健康福祉局】

・市内産農産物については7
月から、市場の流通食品（農
水産物）は9月から測定を行
います。

◎海水の放射能濃度と空間ガンマ線量測定(高さ１cm、
50cm、1m）〔⑦海の公園海水浴場の海水と砂浜〕
●海水の放射能は不検出、砂浜の空間線量は異状な
し。(0.04μ㏜/h)【海水：健康福祉局】【砂浜：神奈川県】

・海の公園海水浴場の海水と
砂浜については、海水浴シー
ズンのみの測定とします。

◎土壌等の放射能濃度〔⑧土壌・下水汚泥・河川水・海
水等〕
●下水汚泥の測定は5月開始。北部で3,657㏃/kg、南部
で2,442㏃/kg検出。（8月第3週現在）
　下水の流入水と放流水については放射性物質は不検
出。
　下水施設の敷地境界での空間線量率は周辺地域と同
程度。（0.06～0.10μSv/h）
●農用地土壌検査として、環境活動支援センター圃場
の土壌を、県の定点として5月、7月に検査。放射性セシ
ウム104～126㏃/kg(ﾍﾞｸﾚﾙ/ｷﾛｸﾞﾗﾑ)検出、水田土壌中
の上限5000㏃/kgを大幅に下回る。　　　　【環境創造局】

・国の通知に従い、焼却灰は
改良土への利用と保管をして
います。保管については処分
方法を確定する必要がありま
す。
・農用地土壌について、県が
行う検査に引き続き協力しま
す。

◎水道水及び浄水発生土の放射能濃度測定〔⑨水道水
及び浄水発生土〕
●水道水3月開始。3/22～24ヨウ素検出（最大56.8㏃/ｋ
ｇ）、以降不検出。
●浄水発生土5月開始。8/31：ｾｼｳﾑ78㏃/ｋｇ（最大
5/12：ｾｼｳﾑ588㏃/ｋｇ)（管理埋立基準8,000㏃/kg）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【水道局】

・今後も当分の間測定を継
続、公表していきます。
・浄水発生土は、セメント原料
として搬出する予定です。

◎焼却灰（主灰、飛灰）及び処分場放流水等の放射能
濃度〔⑩一般廃棄物の焼却工場及び最終処分場〕
●6月から測定を開始しており、主灰は310～480㏃/kg、
飛灰は1,220～2,400㏃/kgの放射性セシウムを検出。（管
理型最終処分場への埋立の基準：8,000㏃/kg）
　最終処分場の放流水等の放射性セシウムは不検出。
　焼却工場及び最終処分場での空間γ線量率は異常な
し。(0.06～0.13μ㏜/h)　　　　　　　　　　【資源循環局】

・概ね月1回測定を行い、結
果はホームページ等で公表し
ます

◎大気及びコンテナ表面の空間ガンマ線量、海水の放
射能濃度〔⑪横浜港の水域、コンテナターミナル〕
●横浜港内の空間線量(3月～)、表層海水の放射能濃
度（4月～)、輸出コンテナ表面の空間線量を測定し証明
書発行（4月～）、測定状況について公表（6月～）。
　空間γ線量異常なし(0.05～0.11μ㏜程度)、海水中の
セシウム不検出、輸出コンテナ測定本数約11万本。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【港湾局】

・ふ頭内の大気・海水・輸出コ
ンテナの放射線量の測定を
行い、その状況について公表
することにより、横浜港の安全
性を発信していきます。

【その他測定機器】
①NaI(Tℓ)シンチレーションサーベイメーターを整備予
定。（健康福祉局・食肉市場検査用）
②水道局NaI(Tℓ)シンチレーションサーベイメーターを整
備。（7月）
③放射性物質測定機器ＧＭ式サーベイメーターを整備。
（7月健康福祉局）

①機器整備により牛肉等の円
滑な全頭検査の体制を強化
します。
②8/1から、水道水及び浄水
発生土の放射能濃度検査を
独自に実施しています。
③今後、市内に多量の放射
線が飛散する事態となった場
合の市民等の健康相談に対
応します。

測定と
公表

環境科学研究所（磯子区滝
頭）に設置されたモニタリン
グポストにおいて、空間ガン
マ線量を継続的に測定して
います。このモニタリングポス
トに加え、市内３か所の定点
においては、地表から高さ
50cm及び１ｍにおける空間
ガンマ線量を測定し、その測
定値とモニタリングポストに
おける測定値との関係を検
証していきます。
また、市域内のバランスをと
りながら、学校校庭等の空間
線量の測定を行い、市内環
境の安全を確認します。
あわせて、食品関係のモニ
タリングを強化します。
その他、浄水発生土、下水
の汚泥、ごみ焼却灰等、そ
の時々の状況、課題に応
じ、必要な測定を実施しま
す。
これらの測定結果、その安
全性に関する情報、問題と
なる検査結果が出た場合の
対処などについては、迅速
に公表していきます。
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(4)経済対策
【23年度に取り組む施策】

発災直後の混乱等が一
定程度収まった時点の
市内企業の経営への影
響や課題などを把握しま
す。

●東日本大震災に伴う市内企業の経営状況等の実態を把
握するため、緊急のアンケート調査を実施。
　〔実施：4月、調査対象：市内企業936社〕　      【経済局】

中小製造業技術実態調
査の追跡調査を実施し、
今後の課題や行政への
支援要望などを把握しま
す。

●22年度に実施した、市内中小製造業の技術や経営実態
を把握するための調査で発掘した、優れた技術力を有する
中小企業419社を対象に、電話によるヒアリングを実施。
　〔実施：6月～7月、8月19日記者発表〕　　     　 【経済局】

●横浜観光コンベンション・ビューローの賛助会員で構成
する３つの部会で、定期的に情報交換を実施。
　〔実施：インバウンド部会2回（5/26、7/7）、観光資源部会
2回（4/7、6/21）、MICE部会1回（4/25）〕
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　【文化観光局】

●震災や放射線汚染の被害等に関する対策について、港
湾関係団体との意見交換を随時実施。　　　      【港湾局】

「緊急特別相談窓口」を
設置（3月14日）し、震災
の影響による経営課題
や資金繰りの相談に迅
速に対応していきます。

●東日本大震災に伴う中小企業対策として、緊急特別相
談窓口を設置し、震災の影響による経営課題や資金繰り
の相談に対応。
　〔設置：3月、相談件数：2,353件（7月末時点）〕
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　         　【経済局】

●震災により被害を受け、売上の落ち込みが大きい市内
中小企業等を対象に、「震災対策特別資金（5年型）」を創
設。                                                          　【経済局】

●国の新たな保証制度に合わせ、「震災対策特別資金
（10年型）」を創設（100億円の融資枠を新設）。
　〔融資実績(7月末時点)
　【5年型】1,045件、160億6,040万円
  【10年型】252件、58億6,256万円〕　                【経済局】

●「震災対策特別資金（5年型・10 年型）」の創設に伴い、
保証料を累計融資額3,000万円まで全額助成。  【経済局】

原料・部品等の調達が困
難となっている市内中小
企業に対し、代替品の調
達先（連携先企業）等を
紹介します。

●既存の中小企業技術相談事業について震災対策の特
別枠を設置。原料・部品等の調達が困難となっている市内
中小企業に対し、代替品の調達先（連携先企業）等を紹
介。
　〔記者発表：5月、相談件数：8件〕   　　　　    　【経済局】

●震災により、中小企業において高まっている事業継続計
画（BCP)策定ニーズに応えるため、セミナーを開催。ＢＣＰ
に詳しい専門家を講師に迎え、東日本大震災における事
例のほか、策定のメリット・策定方法を紹介し、ＢＣＰ策定を
支援。
　〔BCPセミナー7月開催、第2回を11月に開催予定〕
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　   【経済局】

●既存の中小企業技術相談事業について震災対策の特
別枠を設置。ＢＣＰに詳しい専門家（技術アドバイザー）が
中小企業に出向き、ＢＣＰ策定に向けたアドバイスを実施。
　〔記者発表：5月〕　　　　　　　　　　　　　　　  　　 【経済局】

・「緊急特別相談窓口」
においては、資金繰りに
関する相談を中心に多
くの相談を受けていま
す。
また、「震災対策特別資
金（５年型・10年型）」も
多くの中小企業に活用
されています。
引き続き、「震災対策特
別資金（5年型）」の実施
期間を24年3月末まで延
長するなど、震災の影響
で売り上げの落ち込み
が大きい中小企業の資
金繰りをしっかりと支援
するとともに、市内中小
企業の実情に応じた対
策を検討・実施します。
加えて、このところの急
激な円高の影響で厳し
い経営環境におかれる
中小企業を支えるため、
9月1日に創設した「円高
対策資金」により資金繰
りの円滑化を図ります。

BCP（事業継続計画）立
案を促進するためのセミ
ナーや専門家による個
別アドバイスを拡充しま
す。

震災により直接・間接の
被害を受け、売上の落ち
込みが特に大きい市内
中小企業を支援するた
め、「震災対策特別資
金」を創設（4月1日）する
ことに加え、国の新たな
保証制度に対応した資
金を創設し、融資枠を拡
大します。

・6月の「景況・経営動向
調査」によると、市内企
業の業況感は、全体とし
ては徐々に改善してい
るものの、中小企業につ
いては大企業や中堅企
業に比べ、改善度合い
が鈍くなっています。
引き続き、景況・経営動
向調査（今後9月、12
月、3月に実施）や関係
団体との意見交換など
を通じて、震災による市
内企業への影響やニー
ズを継続的に把握しま
す。

課題・対応

主な施策

施策概要
主な取組状況

施策名

緊急調査や
関係団体と
の意見交換
による実態
把握

観光・MICE分野、港湾
分野における関係団体と
の意見交換を引き続き実
施します。

震災により
影響を受け
た市内中小
企業の経営
支援
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●住宅の耐震化をより一層促進するため、補助制度の拡
充や訪問相談の実施、啓発・ＰＲを強化。
　〔木造住宅耐震改修工事補助限度額：
    課税世帯 150万円⇒225万円、
    非課税世帯 225万円⇒300万円〕
　〔マンション耐震診断に対する補助率：補助率1/2⇒2/3〕
　〔啓発、ＰＲ：広報よこはま耐震特別号８月19日発行〕
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　【建築局】

●特定建築物の耐震化を促進するため、補助制度を拡
充。
　〔多数の者が利用する建築物：
　　耐震改修補助率15.2%⇒1/3
　（上限1,000 万円⇒規模に応じ2,000～5,000 万円）〕
　〔緊急交通路沿道の建築物：
　　耐震設計・耐震改修補助制度新設〕　　　   　【建築局】

●狭あい道路の拡幅にあたり、整備支障物件や擁壁の除
去や移設等に関する費用の助成を実施。　 　　　【建築局】

●公道に面する拡幅整備用地について、横浜市が舗装・
管理を実施。　　　　　　　　　　　　　　 　　　  　 　  【建築局】

市内に避難している被災
者の方を対象として、市
内企業の求人とのマッチ
ングを実施（4月13日か
ら）します。

●市独自の無料職業紹介事業「ジョブマッチングよこはま」
の制度を利用し、東日本大震災で被災され、市内に避難さ
れている方々の就職支援を実施。
　〔被災者からの相談人数：26人〕
　〔市内企業からの求人社数：25社〕
　〔マッチング成立件数：3件〕　　　 　        　      【経済局】

震災後の電力使用抑制
に伴う省エネ（CO２削減

に資する）設備等の導入
を図る中小製造業に対し
て、助成を実施（5月10
日から）します。

●中小製造業が経営革新のために行う設備投資に対し経
費の一部を助成（10％）。CO２削減に資する設備投資の場

合は、さらに８％上乗せし、助成率を18％に拡充。
　〔申請件数：18件、助成見込額：100,114千円
（うちCO2削減対象：13件、助成見込額:28,610千円）〕

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　【経済局】

●例年実施している省エネセミナーを、東日本大震災の影
響による夏期の電力使用制限実施に、緊急震災対策セミ
ナーとして前倒しで開催。中小企業の取るべき節電対応策
のアドバイス及び個別相談会を実施。
　〔開催実績：6月に2回開催（103名参加）〕　     【経済局】

●既存の中小企業技術相談事業について震災対策の特
別枠を設置。省エネルギーの専門家により、省エネの方法
や技術開発等のアドバイスを実施。
　〔記者発表：5月、震災対策相談（省エネ）：8件〕
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　【経済局】

施策概要

・「緊急特別相談窓口」
においては、資金繰りに
関する相談を中心に多
くの相談を受けていま
す。
また、「震災対策特別資
金（５年型・10年型）」も
多くの中小企業に活用
されています。
引き続き、「震災対策特
別資金（5年型）」の実施
期間を24年3月末まで延
長するなど、震災の影響
で売り上げの落ち込み
が大きい中小企業の資
金繰りをしっかりと支援
するとともに、市内中小
企業の実情に応じた対
策を検討・実施します。
加えて、このところの急
激な円高の影響で厳し
い経営環境におかれる
中小企業を支えるため、
9月1日に創設した「円高
対策資金」により資金繰
りの円滑化を図ります。

震災により
影響を受け
た市内中小
企業の経営
支援

民間建築物の耐震改修
工事の促進へ向けた啓
発・誘導や狭あい道路拡
幅整備事業の推進、市
内道路等補修や公共施
設の耐震対策など、市内
企業の受注量の安定に
向けた取組を実施しま
す。

主な施策

主な取組状況 課題・対応
施策名

電力制限へ
の対応

市内企業を対象とした省
エネ対策セミナーの前倒
し実施に加え、省エネル
ギーの専門家による派遣
相談を実施します。

・６月の「景況・経営動向
調査」によると、震災によ
る事業活動への影響に
ついて、７割以上の市内
企業が「電力供給制限
や節電の要請による稼
働の低下や営業時間の
短縮」を挙げています。
今後もニーズの把握に
努め、省エネ（CO2削減

に資する）設備等の導
入を図る中小製造業に
対し、助成を実施（受
付：24年1月まで）すると
ともに、中小企業を対象
とした省エネセミナーを
追加実施（年内）しま
す。また、引き続き省エ
ネルギーの専門家によ
る派遣相談を実施しま
す。

(再掲)
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商店街でのイベントや
「横浜“震災復興支援”
150円商店街」実施時
に、被災地の産品の販
売等を実施します。

●21年度より実施している「150円商店街」を、「横浜”震災
復興支援”150円商店街」とし、開催する市内商店街に対し
て支援。売上の一部を震災復興義援金として寄付するほ
か、当日は、被災地の農産物等の販売コーナーなどを実
施。
　〔開催：6月、開催数：24商店街〕　　　　   　  　  【経済局】
●各種イベント時に被災地の産品の販売等を実施する市
内商店街に対し、関係機関との調整等支援。  　【経済局】

市内に進出した企業や
今後進出する可能性の
ある企業のほか、修学旅
行の目的地と考えている
学校等、多くの方々に、
横浜の安全性に関する
正確な情報の提供等を
行います。

●市内に進出した企業や今後進出する可能性のある外国
企業等に対し、横浜の安全性について情報提供。6月以降
は、進出企業に対して、電力制限や計画停電、節電チャレ
ンジに関する情報を随時提供。また、みなとみらい地区オ
フィスビル内覧会（仲介事業者向け）にて、みなとみらい地
区の安全性をPR。
　〔情報提供件数：３月（200件）、4～5月（188件）〕
　〔みなとみらい地区オフィスビル内覧会PR件数：4月21日・
22日、約150件〕　　　　　　　　　　　　　　　　   　 　【経済局】
●横浜を修学旅行先として予約または計画中の学校に向
けた「市長の安全宣言メッセージ」を市内ホテル等に提供。
                                                          【文化観光局】

企業の進出先、観光・
MICEの目的地、外航船
の寄港地として、横浜を
選んでいただけるよう、
海外へ市長がトップセー
ルスを行うとともに、あら
ゆる機会を通じ、「横浜
の安全と元気」をアピー
ルします。

●横浜に関する正確な情報を提供し、「横浜の安全と元
気」をアピール。
企業の進出先、観光・MICEの目的地として横浜を選んで
いただけるよう、海外で市長がトップセールスを実施。また
海外のメディアや旅行業界関係者の招聘機会を捉えるな
ど、あらゆる機会を通じ「横浜の安全と元気」をアピール。
　〔トップセールス実施期間：6月、訪問先：上海、仁川、ソウ
ル〕
　〔企業誘致トップセミナー：6月、ソウル（参加60社）〕
　　                              【政策局、経済局、文化観光局】
　〔中国・韓国の観光視察団を受入：6月〕
　〔海外メディアの誘致・取材支援等：7月（3件）、8月(1件)〕
　　　　　                                                【文化観光局】

市内ホテルと観光施設と
のタイアップ事業につい
て、市民向けPRなどの支
援を実施（5月6日から6
月30日）します。

●市内の宿泊施設・観光施設が｢横浜から日本を元気に｣
をコンセプトに実施した｢パワーアップ横浜キャンペーン（市
民向け特別プランの提供）｣を支援。
　〔実施期間：5月6日～7月14日〕
　〔参加施設：28施設、利用件数：4,336件〕 【文化観光局】

野毛大道芸・赤レンガ倉
庫等、街の賑わいの様
子をソーシャルメディアを
活用して発信するなど、
安全に楽しめる横浜観
光をアピールします。

●インターネット上の動画共有サイトに、横浜の街がイベン
トなどで賑わう様子を掲出し、世界に向けて安全に安心し
て楽しめる横浜観光をアピール。
  〔再生回数：約8,300回〕                      　【文化観光局】

「横浜トリエンナーレ」の
開催期間に合わせて
「INVITATION to OPEN
YOKOHAMA　2011」を
開催します。

●わが国を代表する現代美術の国際展「ヨコハマトリエン
ナーレ2011」を横浜美術館、日本郵船海岸通倉庫
（BankART Studio　NYK）で開催。
  〔開催期間：8月6日～11月6日〕            　【文化観光局】
●都心臨海部の賑わい創出と新たな魅力発信を目指し
て、アート・文化・歴史・食などの横浜ならではの魅力を、ま
ち歩きや一体的広報でつなぎ、市民と協働でプロモーショ
ンする「OPEN YOKOHAMA　2011」を「ヨコハマトリエン
ナーレ2011」の開催期間に合わせて実施。【文化観光局】

国際会議の同時通訳経
費を補助するなど、新た
なコンベンション開催支
援メニューを創設し、開
催につなげます。

●国内・国際会議に対し、同時通訳経費の一部補助など
具体的な支援メニューを提示し、市内でのコンベンション
開催を支援。
　〔支援実績：10件〕                              　【文化観光局】

主な施策

主な取組状況 課題・対応
施策名 施策概要

観光・MICE
分野におけ
る取組

風評被害に
対する「横
浜の安全と
元気」のア
ピール

・震災の影響による来街
者の激減は、GWを境と
して改善傾向にあります
が、外国人来訪者数に
ついては、未だ厳しい状
況にあります。
市長のトップセールス等
により、国内外からの企
業誘致に継続的に取り
組むとともに、引き続き
国内誘客に取り組み、あ
わせて、アジアを中心と
した海外プロモーション
や、市内開催応援プラ
ンによる国内・国際会議
の開催促進にも力を入
れていきます。
特に、「ヨコハマトリエン
ナーレ2011」や、「OPEN
YOKOHAMA 2011」（い
ずれも8月6日から11月6
日まで）などの取組を通
じて、都心部の賑わい
づくりを進めています。

自粛ムード
の広がりな
ど消費者マ
インドの低
下への対応

●震災により落ち込んだ観光客を増加させるため、当初事
業スケジュールを前倒しして実施し、民間事業者への助成
を積極的に行うことで観光需要を喚起。　　【文化観光局】
●さらに、7月以降ハイシーズンの集客事業の支援を強化
するため、5月に1,000万円の増額補正。
　〔4月：4件認定（350万円助成）、7月：13件認定（980万円
助成)〕　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　  【文化観光局】

震災で落ち込んだ観光
需要を喚起するため、観
光客増加やプロモーショ
ンにつながる「観光需要
喚起認定事業」を広く募
集し、助成を行います。
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今夏の電力不足への対
応として臨港道路等の照
明の一部消灯の実施
や、横浜港全体での有
効な節電対策を検討す
るとともに、主要港湾施
設について必要な電力
を確保すべく、国や東京
電力への働きかけを実
施します。

●横浜港全体での徹底した節電対策を実施。
　〔制限緩和通知による節電：削減値5％〕　     　【港湾局】
●コンテナターミナルにおいて、安定的な物流活動が可能
となるよう電力を確保。
　〔自家発電機稼働日数：37日〕　　   　　　      　【港湾局】
●電力提供者に対する、定例及び緊急時の電力情報発
信。
　〔定例電力情報：7月8日～（毎週：8回）〕
　〔緊急時電力情報：7月13日（2回）〕  　　       　【港湾局】
●大さん橋国際客船ターミナルの安定的運営が可能とな
るよう電力を確保。　　　　　　　　　　　　 　　　　　　【港湾局】
●国や東京電力への働きかけ。　　　　　　       　【港湾局】

外国客船の寄港減や観
光船の利用減などへの
対応を行います。

●船舶運航会社や代理店などを訪問し、横浜港や日本の
状況を説明する事で、今後寄港が予定されている外国客
船のキャンセルを食い止める。また、全国規模の客船誘致
連絡会議を活用し、対外的に日本の(安全な）状況を発信
する事で、外国客船の寄港促進を図る。
　〔24年外国客船寄港予定数：21隻〕 　          　【港湾局】

●横浜港における観光船事業者への経済的影響を調査
し、市としての支援策を実施。また旅行業者等へ市長メッ
セージを送付し、回復を図っている。　　            【港湾局】

その他
（震災に起因するふ頭用
地の地盤沈下等に対す
る対応）

●倉庫等に使用しているふ頭内の用地について、地震に
よる地盤沈下等により使用に著しい支障を来たしている場
合に復旧に要した費用について使用料の一部減免を実
施。特例減免事前審査申請書の受付と事前審査を実施
中。　　　　                                                 　【港湾局】

・放射線測定に係る経
費について、国(経済産
業省）の補助や東京電
力に対する損害賠償請
求などを検討するととも
に、ふ頭内の大気・海
水・輸出コンテナの放射
線量の測定の実施や、
国内外の船会社等の訪
問など原発事故の影響
への対応、電力不足へ
の対応、および外国客
船の寄港減や観光船の
利用減などへの対応を
図ります。

港湾分野に
おける取組

主な施策

施策名 施策概要

原発事故の影響への対
応として、横浜市域の放
射線量の測定及びホー
ムページでの公表、船会
社等へのメッセージの送
付や訪問に加え、港内
の大気、海水の放射線
量測定結果の関係者へ
の情報提供、コンテナの
放射線量測定の証明書
発行を行います。

●ふ頭内の大気・海水・輸出コンテナの放射線量の測定
の実施及び関係者への情報提供。
　〔大気：3月22日～（毎日）〕
　〔海水：4月14日～（毎週）〕
　〔コンテナ：6月～（毎日実施、毎週公表）〕     　【港湾局】

●横浜港港湾関係団体及び各ターミナルへ放射線量測
定器を無償貸与と測定実施。
　〔購入台数：港湾局10台、（財）横浜港埠頭公社24台、国
からの無償貸与9台（7月末時点）〕　　  　    　   　【港湾局】

●国内外の船会社へ市長名でのメッセージ送付〔23社、
3/17～〕　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　    　   　 【港湾局】

●国内外の船会社への直接訪問〔市長による海外本社2
社、局等による船会社訪問21社（7月末時点）〕　 【港湾局】

●大使館への市長メッセージ送付（21カ国・地域）や訪問
（6/1～）                                                  　　【港湾局】

●国交省による輸出コンテナ放射線測定のためのガイドラ
インの作成を要望。
　〔ガイドライン策定：4月〕　　　   　　　             　【港湾局】

●ガイドラインに基づく横浜港での測定結果の証明書発行
(4月～)。
　〔測定状況：コンテナ約10万本（8月15日時点）〕
　〔証明書発行：コンテナ約1万本、除染コンテナ16本（8月
15日時点）〕　　　　　　　　　               　          　【港湾局】

主な取組状況 課題・対応
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【中期的視点で取り組む施策】

エネルギー
関連分野等
における中
小企業支援
に向けた取
組

研究開発助成やコンソー
シアムの形成などを通じ
て、省エネルギーや再生
可能エネルギー分野な
どにおける中小企業の
新技術・新製品開発へ
の支援を拡充します。

●中小企業研究開発促進事業（ＳＢＩＲ）の中で、震災を機
に強く求められるようになった「エネルギー消費の削減・再
生可能エネルギーの普及促進に特に寄与する開発」につ
いての支援を強化。
　〔申請受付：5月～6月〕
　〔申請件数：重点枠（環境分野）23件(新規22件、継続1
件)〕                                                           【経済局】

・環境・エネルギー分野
の開発への意欲が更に
高まっていくことが予想
されるため、次年度に向
け、より効果的な支援策
を検討していきます。

海外誘客・MICEの戦略
的な巻き返しとして、国
や関係機関と連携し、横
浜に関する積極的な情
報発信を行い、現地の
意向を把握しつつ、最適
な時期にプロモーション
を展開します。

●ビジットジャパン地方連携事業等を活用して、アジア６地
域を対象に近隣自治体や交通事業者との広域連携により
各種のプロモーションを展開中。〔実施中：５事業〕
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　【文化観光局】
●アジア６地域で開催される現地旅行博等に参加：10件
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　【文化観光局】
●海外メディアの誘致・取材支援等：7月（3件）、8月（1件）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　　【文化観光局】
●中国向けプロモーションとして、現地の旅行会社やメディ
アを対象とした観光セミナー（11月開催予定）を準備中。ま
た、横浜友好観光大使を起用したメディアプロモーションに
ついて調整中。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　　【文化観光局】
●羽田空港に国際便が就航している航空会社と連携した
プロモーションについて調整中。  　　　    　【文化観光局】

・５月に開催された９都
県市首脳で採択された
国家要望を提出。
企業や近隣自治体との
広域連携による海外プ
ロモーションを積極的に
展開していきます。

横浜港経営戦略会議等
で東北地方の物流再構
築に関する検討を推進し
ます。

●東日本と横浜港とのフィーダー輸送の再開支援策を実
施。また、国に対しても、海上輸送を再開した際の内航航
路運航費補助等を要望。    　　　　　　  　　　     【港湾局】

・「横浜港フィーダー輸
送復興支援制度」とし
て、11月30日まで内航
輸送支援及び鉄道輸送
支援を実施していきま
す。

主な取組状況 課題・対応
施策名 施策概要

観光・MICE
分野や港湾
分野におけ
る取組

主な施策
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(5)市民生活対策
【23年度に取り組む施策】

●具体的な節減取組や中長期的な取組の方向性を記載
した「横浜市節電・省エネ対策基本方針」を策定。
〔時期：6月〕　　　　　　　　　 　　　【温暖化対策統括本部】

◎市庁舎・区庁舎等での節電の取組〔時期：7月～〕

●節電対策の進行管理・徹底を図るため、各区局の総務
担当課長を節電・省エネ推進担当に兼務発令。
　〔時期：7月～〕　　　　　　　　　　【温暖化対策統括本部】
●区役所窓口の受付終了時刻の変更(17:15→17:00)。
　〔時期：8月～〕　　　　　　　　　                   　【市民局】
●ランチシフト・ワークシフトの実施。〔時期：7～9月〕
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【温暖化対策統括本部】
●市庁舎全体で照明の50％カット。〔時期：7～9月〕
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【温暖化対策統括本部】
●本市大口電力需要施設における電力削減。
　〔時期：7～9月〕　　　　　　　　　【温暖化対策統括本部】

◎広報・広聴・啓発活動

●経済団体、業界団体や企業等への直接訪問による節電
依頼とアンケートを実施。アンケートでは、35％がランチシ
フトを実施と回答。　〔時期：依頼6月、アンケート７月（回答
181件）〕　　　　　　　　　　　　 　  【温暖化対策統括本部】
●市民に対する節電・電力需給に関する正しい情報の的
確・迅速な周知。
　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　【温暖化対策統括本部】
●東京電力に対する自主的・積極的な広報を要請。
　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　【温暖化対策統括本部】
●市立小中学校において、授業や夏休みの課題などで節
電に関する教育を実施。　　　　　　 【教育委員会事務局】

●地区センター、コミュニティハウスなど、一部の市民利用
施設を順番に平日１日を閉館とする輪番休館を実施。
　〔時期：7～9月、実施：261施設〕
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　【温暖化対策統括本部】

●夏の電力対策に伴う休日保育事業を実施。
　〔時期：7月～、実施：22園〕　　 　　　　【こども青少年局】

電力が緊急に逼迫した
場合、携帯電話のエリア
メール等を活用して市民
に節電を呼びかけ、大
規模停電を回避するよう
な行動につなげます。

●学校からのメール配信による緊急連絡システムの活用。
　〔時期：7月～9月、登録者数：84校、約4万7千人〕
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【温暖化対策統括本部】
●災害対策本部による防災情報Ｅメールの活用。
　〔時期：5月～9月、登録者数：約7万３千人〕
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【温暖化対策統括本部】

・学校メールによる緊急連絡シ
ステム、防災情報Eメールなど
電力逼迫時のエリアメールの
今冬以降の活用については、
今後の国の方針・電力需給の
見通しを踏まえ、継続活用に
ついて決定していきます。

ごみの焼却工場におい
て、電力消費のピークに
なる時間帯に焼却量を
増加し、発電量を増やし
ます。

●ごみ発電出力は、平日12時～15時の間、前年同月比で
4工場合わせて約6,000kWの増加。
　（一般家庭の夏場ピーク時5,000世帯分の電力に相当）
　〔7月～8月〕　　　　　　　　　　　　　　　　　【資源循環局】

・今後も引き続き、焼却工場の
省エネの推進と、ごみ量に見
合った効率的な発電を行って
いきます。

街路灯などの消灯に関
する交通安全及び防犯
への対策

●街路灯などについて、消灯により交通安全及び防犯上
危険であるとの市民要望を踏まえ、再点灯を実施（防犯灯
については、消灯は行っていない）。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【温暖化対策統括本部】

・街路灯の再点灯について
は、市民要望等を踏まえて、
引き続き実施していきます。

※･･･新たに追加した取組

主な施策

主な取組状況 課題・対応
施策名 施策概要

夏の電力不
足対策

今夏の電力不足に対処
するため、市民・企業・
行政が一丸となって、最
大使用電力の削減（▲
15％）に取り組みます。
本市の施設においても
最大使用電力削減目標
を設定し、市庁舎、区庁
舎等で節電に取り組むと
ともに、地区センターな
ど一部の市民利用施設
において輪番休館（平
日週1日休館）を行うな
ど、全市的な対応策を実
施します。

・省エネを目的とした取組につ
いては、引き続き10月以降も
継続していくとともに、区役所
窓口の受付終了時刻の変更
については、市民アンケートや
節電効果等の状況を踏まえ、
継続の可否を検討していきま
す。

・冬の節電・省エネについて
は、今後の国の方針・電力需
給見通しを踏まえて決定して
いきます。

※
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主な施策

主な取組状況 課題・対応
施策名 施策概要

節電キャンペーンとし
て、広域的な連携によ
り、ネオンや自動販売機
の電力を落とすなど、企
業・家庭での「節電チャ
レンジ」等を実施します。

● 県内全域の市民・企業・行政を対象とし、実施時間の前
年同日比15%カットを目標に、通常設定温度の2度引き上
げ、ランチシフトなどを実施。
 〔時期：6月22日13時～15時、実施結果：前年比13.4％
カット〕　　　　　　　　　　　　　　　　　【温暖化対策統括本部】

・節電チャレンジでの成果や
課題を踏まえ、今後も節電・省
エネ取組の広報啓発を引き続
き実施していきます。

停電時においても、区役
所の窓口サービスに必
要な電源を確保するた
め、全区庁舎の非常用
電源を整備します。

●電力不足対応として、18区庁舎に予備電源を整備中
（災害対策用自家発電機から、窓口サービスに最低限必
要な各種電算システムへ配線を実施）。
　〔時期：5月～〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　【市民局】

・９月中に全区庁舎に予備電
源を整備する予定です。

●状況に応じたきめ細かい熱中症対策を行うよう高齢者・
障害者施設へ通知するとともに説明会を開催し、周知（換
気、すだれの設置、水分・塩分の補給、体調管理など）。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　【健康福祉局】

●市立保育所で、扇風機やよしずを設置。
  〔時期：7月～、実施：96か所〕　　　 　　【こども青少年局】

・過度な節電によって、熱中症
の発症が増加することがない
よう、夏季において熱中症に
関する情報の提供と正しい知
識の普及啓発を推進していき
ます。

市民・企業
一体となっ
た
キャンペー
ンの実施

●国民健康保険の特定健康診査受診券送付用封筒に、
熱中症への注意を喚起するキャッチコピーを印刷〔８月２日
送付、配布人数：20万人〕
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 　【健康福祉局】
● 広報よこはまに、熱中症に関する注意喚起の記事を掲
載。〔時期：7～8月〕
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 　【健康福祉局】
● 横浜市ホームページトップに「知って防ごう！」と題し、
熱中症予防対策と関連ページのリンクを表示。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　【健康福祉局】
● 横浜市ホームページ（消防局）で、熱中症による救急搬
送人員について毎日公開。　〔時期：7月～〕
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 　【消防局】
●市営地下鉄車内の文字広告、ごみ収集車のアナウンス
を活用して熱中症の注意喚起を実施。
　〔時期：地下鉄＝7月末～8月初、ごみ収集車＝8～9月〕
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　【健康福祉局】
● 気温が高い日を中心に消防車両による広報を実施。
　〔時期：7～9月〕　　　　　　　　　　　　　　　 　 　　【消防局】
● 熱中症予防対策に関する啓発用ポスターを各区、地域
ケアプラザ、その他介護保険事業者等に送付。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　【健康福祉局】
● 高齢者住宅生活援助員（約40名）へ救急搬送状況と熱
中症対策のポイントを説明し、リーフレット配布。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 　　【消防局】
● 熱中症の注意喚起と予防に関するリーフレットを各消防
署を通じて市民へ配布。〔時期：7月～、配布：9千枚〕
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　【消防局】
●横浜市民生委員児童委員協議会にて、民生委員に環
境省作成の熱中症に関するチラシを配布し、個別訪問時
などに対策の周知を依頼。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　【健康福祉局】

市から発送する通知書
等に熱中症対策・節電
等の啓発チラシを同封
し、効果的に情報を発信
します。

・高齢者施設・障害者施設や
保育所の運営については、引
き続き、厚生労働省等からの
要請も踏まえ、随時、施設に
対する注意喚起等を実施して
いきます。

熱中症対策のマニュア
ルを作成する等、停電や
冷房が十分に使えない
状況を想定した高齢者
施設・障害者施設等の
運営を進めます。

突発的な停
電対策や省
電力化対策
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主な施策

主な取組状況 課題・対応
施策名 施策概要

●区庁舎や市民利用施設における照明器具のＬＥＤ化を
推進（区庁舎をはじめ、公会堂、地区センター、コミュニティ
ハウス、スポーツセンター、男女共同参画センター等の市
民利用施設において順次購入手続き中）。
　〔時期：6月～〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【市民局】

●市庁舎のＬＥＤ化を実施するため、廊下など共用部の照
明のＬＥＤ化を速やかに進め、執務室では調査を行った上
でＬＥＤ化を行う。
　　　　　　　　　　　　　【温暖化対策統括本部】　【総務局】

●区庁舎において、省エネ・温暖化対策を実施するため、
電気の使用状況の精密測定を実施し、電力使用状況の見
える化を実施中。
　〔見える化実施：7月～、実施：8区〕　　　 　　　【建築局】

●今年度新設の保育所（23施設）のうち、太陽光発電設備
設置を希望する施設に対し、建設費補助の加算を実施。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【こども青少年局】

●環境配慮した新設保育所に対し、「よこはまエコ保育所」
の認証制度を今年度から導入。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【こども青少年局】

区庁舎以外の非常用電
源設備等の整備

●自家発電設備接続のための改修（横浜美術館）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【文化観光局】

・横浜美術館の自家発電整備
接続のための改修は、12月末
に完了予定です。

恐怖心が払
しょくでき
ず、精神的
に追い込ま
れる子ども
の心のケア

学校・保育所・区役所等
での職員・カウンセラー
等による、心のケアの実
施や、精神科医等の専
門家による保育士・教職
員へのサポートを実施し
ます。

●学校において 被災地から避難してきた児童生徒の心の
ケアや、教職員・保護者への助言・援助等の様々な課題に
対応するため、スクールカウンセラー等を派遣。
　〔実施：6月～、スクールカウンセラー2人を2校に派遣〕
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　【教育委員会事務局】

・今後も引き続き、学校の要望
などに対応して、スクールカウ
ンセラー等を派遣していきま
す。

※･･･新たに追加した取組

子どもの防
災意識の向
上

安全教育（防災）の取組
事例を各小中学校へ発
信することで、児童生徒
の防災意識の向上を図
ります。

放射線対策の取組については、
「(3)放射線対策」を参照

・今年度は、新設園を対象に
保育所の太陽光発電設備設
置補助加算ならびにエコ保育
所の認証を実施しますが、既
存園についても、次年度以降
の対応を検討していきます。

突発的な停
電対策や省
電力化対策

消費電力削減に向けた
照明のLED化など、公共
施設の省エネルギー対
策を実施します。

・区庁舎や市民利用施設にお
ける照明器具のLED化につい
ては、品不足や設置可能な機
種の調整などがあり整備まで
に時間を要する状況ですが、
できる限り早期設置を目指しま
す。また、市庁舎のLED化を
順次進めるとともに、区庁舎で
電力使用量状況の把握を引き
続き行うなどで、省エネルギー
対策を推進します。

保育所の省エネ、太陽
光発電設備設置の推進

●小中学校において、防犯、防災、交通安全教育を実施
するとともに、定期的な避難訓練やその中で津波を想定し
た避難訓練を実施。
　 〔実施：5月～、避難訓練実施：小中学校全校（うち大津
波を想定した訓練実施：88校〕　 　【教育委員会事務局】

●こどもの防災意識の向上として、消防局職員が直接学校
へ出向く「おでかけ防災教室」を、市内小学校175校で実
施。
　 〔実施：随時、実施学校数：175校〕　　　　　　【消防局】

・７月に改訂した「横浜市学校
防災計画」に基づき、各学校
において、学校単位の「防災
マニュアル」を見直し、避難訓
練等を実施するなど、児童・生
徒の防災意識の向上や、学
校・家庭・地域が一体となった
防災教育を展開していきま
す。

市民の安全
のための放
射線対策

環境監視センターにお
ける大気中の放射線量
の測定に加え、衛生研
究所及び中央卸売市場
（本場、南部、食肉）へ
の放射線測定機器整備
により、「放射線検査体
制」の強化及び検査情
報を迅速に市民に伝え
る仕組みを構築するとと
もに、横浜で流通する食
品の安全性をPRします。

※

※
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主な施策

主な取組状況 課題・対応
施策名 施策概要

情報弱者へ
の情報提供
体制の整備

横浜市国際交流協会
（YOKE）との連携による
「外国人震災時情報セ
ンター」の設置など、情
報がどなたにでも提供で
きるような体制整備を進
めます。

●外国人震災時情報センターを設置し、外国人からの相
談・問合せ等への対応や翻訳などを実施。
　〔実施：22年3月～〕
　〔実績：相談108件、 翻訳7件、通訳2件〕
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【政策局】

・現在は相談・問合せ等が減
少してきています。今後の利
用状況等を見ながら、セン
ターの運営終了時期について
検討していきます。

人権擁護の観点から、
ホームページ、イベント
等で啓発活動を実施し
ます。

●広報よこはま8月号人権コラムに、原発事故に係る人へ
の風評被害に関する記事を掲載。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【市民局】
●国の放射線被ばくについての風評被害等に関する緊急
メッセージを、人権課ホームページにリンクして啓発。
　〔時期：4月～〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【市民局】
●サッカー横浜Fマリノス戦において、啓発活動を実施。
　〔時期：4月〕　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　【市民局】
●「人権よこはまキャンペーン2011」及び区民まつりにおい
て、啓発パネルを展示。
　〔時期：7月〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　【市民局】

・原発事故に係る人への風評
被害について、区民まつりや
人権講演会等さまざまな機会
を捉え、引き続き啓発活動を
実施していきます。

被災により避難してきた
子どもを受け入れるにあ
たっての配慮の徹底に
よる、子どもたちの心の
ケアと二次被害の防止
に取り組みます。

●被災により避難してきた子どもを受け入れる際の配慮等
について、学校教職員に通知するとともに、学校を通じて
児童生徒、保護者へ周知。
　〔時期：4月、7月〕　　　　　　　　　　【教育委員会事務局】

・被災により避難してきた子ど
もたちに対し、心のケアと二次
被害の防止にむけた学校教
職員等の取組を引き続き実施
していきます。

【中期的視点で取り組む施策】

リデュースの取組をはじ
めとした３Ｒ行動の推進
など、環境に配慮したラ
イフスタイルの啓発を行
い、転換を図ります。

●３Ｒ夢（スリム）プランに関し、新たに市民向けパンフレット
を作成し、各区へ配布。　　　　　　　　　　　【資源循環局】
●「３Ｒ夢フェスタ」（6月）などのイベントや、各事務所による
説明会〔123回（7月末現在）〕等における周知・啓発。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　【資源循環局】
● 「ヨコハマＲ（リデュース）ひろば」による情報の受発信
や、新たなリデュースの取組への支援。
　〔時期：4月～〕　　　　　　　　　　　　　　 　　【資源循環局】

・３Ｒ夢プランの周知・啓発を
徹底するとともに、市民・事業
者・行政が連携した取組であ
る「ヨコハマＲひろば」を活用す
るなど、市民・事業者のリ
デュースをはじめとした３Ｒ行
動を推進していきます。

●省エネ性能の高い新築住宅及び既存住宅の省エネ改
修に対する都市計画税の軽減については、税制研究会で
の議論等を踏まえ、市税条例等の一部改正(案)を市会に
上程。
　〔時期：9月〕　　　　　　　　　　　　 　　【建築局】【財政局】

●脱温暖化モデル住宅推進事業として、緑区十日市場町
の市有地に11棟の脱温暖化モデル住宅を建築予定。
　〔実積：モデルハウス（1棟）の10月公開に向け準備中〕
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【建築局】

●在宅の災害時の避難に何らかの支援を要する人を対象
とし、手上げ方式や同意方式など、各区の実情に応じ、地
域の助け合いにより、安否確認や避難支援等ができるよう
な取組を実施。
　〔時期：4月～〕 〔実積：全区で取組中〕　　【健康福祉局】

●東日本大震災以降、地域防災拠点訓練の中で要援護
者支援のための実践的訓練として、「コミュニケーション
ボードの活用」「高齢者に配慮した区割り」「授乳室の設置」
など地域が独自の取組を実施。
  〔時期：4月～〕
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【消防局】

民生委員やボランティ
ア、ケースワーカーなど
様々な主体が連携し、
高齢者や要援護者の見
守り活動の充実を図りま
す。

●ひとり暮らし高齢者が安心して日常生活を送ることができ
るよう、民生委員及び地域包括支援センターに対して、行
政が保有する個人情報を提供することにより、区を含めた
三者が連携して支援を要するひとり暮らし高齢者を把握
し、日常の相談支援や地域の見守り活動につなげる取組
をモデル的に実施。
　〔時期：7月～〕　　　　　　　　　　　　　　　　【健康福祉局】

・７月にモデル事業実施区を
募集しました(10区予定)。今
後、実施区と関係団体で調整
した上で、秋以降にモデル実
施を予定しています。

・省エネ性能の高い住宅に対
する市民への十分な周知を
行っていくほか、モデルハウス
を活用して、省エネルギー型
の住宅の普及に向けたより一
層のPRが必要です。

風評被害へ
の対応や被
災者をあた
たかく迎え
る意識の醸
成

自力での避
難が困難な
方に対する
支援の強化
など、つな
がりの醸成
に向けた取
組

地域防災拠点訓練の中
で、要援護者支援のた
めの実践的訓練を実施
するなど、自力での避難
が困難な方への支援を
強化します。

・行政が保有する要援護者の
個人情報の提供方法などの検
討を行う「災害時要援護者対
策見直し検討専門部会」を開
催するなど、今後の取組につ
いて検討していきます。

・地域防災拠点運営訓練にお
いて、要援護者に配慮した取
組事例を増やしていくため、各
拠点の運営委員会に対して参
考となる取組事例などの周知・
広報の強化を実施していきま
す。

省エネや温
暖化対策を
意識したラ
イフスタイル
への転換

省エネ性能の高い新築
住宅に対する都市計画
税の軽減を検討するほ
か、モデル住宅を活用し
て、住まい方も含めた省
エネ対策について、市
民への普及啓発を図りま
す。
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